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研究成果の概要（和文）：2008年秋のリーマンショック、2010年以降に再燃した欧州の金融・財政危機はEUにおける経
済ガバナンスのいっそうの強化やEUによる加盟国への緊縮政策のさらなる強要を促した。しかし、そのような政策への
反発が、反EU、反ユーロの主張を全面に出す左右両翼のEU懐疑主義、雇用・福祉等における自国民優先政策を主張する
新右翼ポピュリズムの台頭をもたらした。
本研究では、そうした現象に見られるような、欧州を中心とする国民国家、主権国家という単位への回帰の状況を「再
国民化」の切り口から全体的に捉え直すとともに、その諸相を分析することによって、ヨーロッパ・デモクラシーの今
日におけるジレンマを解明した。

研究成果の概要（英文）：　The Lehman shock in the fall of 2008 and European financial and fiscal crisis 
that relapsed in 2010 urged European Union to further strengthen economic governance and force member 
states to adopt more austerity measures. But such policies aroused resentment among the people and caused 
not only the rise of left and right wing parties which espouse anti-EU views and Euroscepticism, but also 
the appearance of the new radical right populist parties which stress that the beneficiaries of national 
welfare and employment policies should be confined to the citizens of their own country.
　The purpose of this study is to analyse such phenomena that emerge mainly in Europe from the viewpoint 
of "re-nationalization" and elucidate the Europe's democracy dilemma.
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１．研究開始当初の背景 
2008 年に起こったアメリカに端を発する

リーマンショック、そして 2010 年以降に再
燃したヨーロッパにおける金融・財政危機が
EU に加盟国への介入権限をより高める方向
で経済ガバナンスの強化を促していった。 
しかし、それは EU 統合のプロセスを加盟

国の民意からいっそう遠ざけることを意味
して、EU 各国では国家利益の優先、雇用・
福祉等における自国民優先政策の広がり、ナ
ショナル・アイデンティティの探求とポピュ
リズムのいっそうの台頭をもたらした。さら
に、このような国家・国民の再強化・再確認
化だけでなく、「怠惰な国」と「勤勉な国」
の対比の形で国家間、国民間対立を煽る動き
が高まり、EU 政治のあり方自体が問われよ
うになっていた。 
本研究は、上記のような一連の動向を「再

国民化」の切り口から全体的に捉え直すとと
もに、その諸相とその連関を分析することに
よって、現代ヨーロッパ政治の問題状況、ヨ
ーロッパ・デモクラシーのジレンマ状況が適
切に把握できるとの認識からはじめられた
ものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、20 世紀末から 21 世紀初頭に現

れてきている「ナショナル」で「国家的」な
傾向という現象、すなわち国民国家、主権国
家という単位への回帰の状況を総合的に把
握し、歴史的・理論的に位置づける視座、理
論的接合環が存在しなかったとの問題意識
に基づいて、これら一連の動向を「再国民化」
という切り口から全体的に捉え直しながら、
その各国及び各問題領域における諸相を分
析し、その比較と総合の作業を通じて、今日
のヨーロッパ政治の問題状況を比較政治学
的に解明、把握しようとしたものである。ま
た、その作業は、ヨーロッパ統合の現段階を
いわば裏側から逆照射する作業でもあった。 
 具体的な研究目標は、以下のとおりであっ
た。 
（１）国家主権復活論および「内なる他者」

=移民の排除の動きを「再国民化」の視点
から理論的・実証的に整理・検討すること
である。 

 
（２）各国及び各問題領域における「再国民
化」の諸相の比較と総合を通じて、今日の
ヨーロッパ政治の問題状況の把握を試み
ること、いわばヨーロッパ統合の現段階を
裏側から逆照射することである。 

 
（３）「再国民化」の意味を 19 世紀以来の「国
民化」の歴史の中に位置づけ、把握するこ
とである。 

 
３．研究の方法 
研究の方法としては、以下のような課題を

追究した。 

（１）各国における「再国民化」のあり様を
あきらかにするとともに，「再国民化」の
諸相の相互連関を分析することである 

 
（２）「再国民化」現象がＥＵ政治にいかな
るインパクト与えているかを分析するこ
とである。 

 
（３）「再国民化」概念とその含意を明確化
するとともに「再国民化の政治学」に関し
て試論的な提示を行うことである。 

 
 本研究の代表者、分担研究者はそれぞれ主
たる研究対象国をもっている。小堀がイギリ
ス、坪郷、中谷、野田がドイツ、畑山、藤井
がフランス、高橋がイタリア、馬場がオース
トリア、渡辺がスウェーデン、ノルウェー，
野田がスウェーデン、石田がデンマーク，神
谷がアメリカを、である。各人が海外調査と
海外研究者との意見交換を行い、その成果を
定期的に行われる研究会に持ち寄りながら、
上記の３つの課題を追究した。それらの成果
は、論文執筆、書籍刊行、学会発表の形で公
表した。  
 
４．研究成果 
（１）｢再国民化｣の具体的諸相については、
本研究の研究期間においても、各国で日々
刻々移り変わっていったが、それらに関し
て研究組織を構成する研究者が分担して、
国政、地方選挙等の実情調査や現地の研究
者との意見交換を通じて分析、解明してい
った。具体的には、EU からの脱退を唱える
英国独立党が支持を集めるイギリスを小
堀が、反ユーロ政党である「ドイツのため
の選択肢」や Pegida（西欧のイスラム化に
反対する欧州愛国主義者）の台頭が見られ
るドイツを坪郷、中谷、野田が、老舗の極
右政党である自由党が国内第3位の支持を
得ているオーストリアを馬場が、反 EU 統
合を掲げた国民戦線が今や政党政治の主
役に躍り出ているフランスを畑山、藤井が、
従来例外的に支持が弱かった極右政党が
急激に支持を得ているスウェーデンを野
田、渡辺が、新手のポピュリズムである「五
つ星運動」が注目を浴びるイタリアを高橋
が、反大きな政府が全面に出て欧州とは異
なるティー・パーティ運動が台頭するアメ
リカを神谷が、ポストモダンなポピュリズ
ム政党である自由党が影響力を持つオラ
ンダ、北欧の中でいち早く極右政党の台頭
が見られたデンマークを石田が調査、研究
した。 

 
（２）「再国民化」の諸相の相互連関に関し
ては、フランス、イギリスあるいはデンマ
ークなどといった西欧･北欧諸国では反 EU
とともに反移民を唱える極右政党の急伸
が見られるのに対して、ギリシャ、スペイ
ンなど南欧諸国では反EUを唱えるが､必ず



しも反移民とまではいえない左翼勢力の
台頭といったように､経済危機の深刻度の
違いともかかわって、｢再国民化｣の政治的
な現れにおいて相違、多様性が見られるこ
とをあきらかにした。 

 
（３）「再国民化」のＥＵ政治に与えるイン
パクトについては、2010 年以降に再燃した
金融・財政危機が EU に経済ガバナンスを
強化させることになったが、それは EU 統
合のプロセスを加盟国の民意からいっそ
う遠ざけることを意味して､加盟国民のさ
らなる反発を惹起し、そのことが 2014 年 5
月に行われた欧州議会選挙において EU 懐
疑主義の急伸長をもたらすことになった
という動態的な関係性をあきらかにした。 

 
（４）｢再国民化の政治学｣とかかわっては、 

①移民、極右、テロ、憲法条約危機、ヨー
ロッパ債務危機など個別的に捉えられが
ちな諸問題に関して、「再国民化」という
切り口から、ナショナルで国家復権的な諸
現象を比較政治学的に、トータルな形で把
握することができた。 
②2014 年の欧州議会選挙結果に象徴され
るように、EU懐疑主義あるいは反移民を掲
げ急進的あるいは極端な主張を行う政党
が著しく勢力を伸ばしているが、それらの
政党はイデオロギー的には左右両翼にお
いて現れているとはいえ、それら勢力の台
頭をポピュリズムの視点からとらえるこ
とよって､グローバル化、EU 統合、再国民
化が交錯するヨーロッパにおけるデモク
ラシーの今日的ジレンマをより深く理解
しうることを示した。 
③福祉をめぐる再国民化の比較政治学と
いう領域では、昨今のヨーロッパでは福祉
ツーリズム、福祉ポピュリズムといった、
福祉の便益を自国民に限定し、移民を排除
することを主張する新しい言説、概念が現
実政治および学問の世界において注目を
浴びていることを発見した。 

 
（５）欧州を中心に反移民を唱える排外主義
的運動、政党が伸長してきているとはいえ、
他方でそれらに対抗する市民運動が存在
することや移民が各国の政治・経済・社会
にとってすでになくてはならない存在に
なっていることなど、もう一つの側面もあ
きらかにした。 

 
（６）今後の展望として、３年間の共同研究
の集大成として、2015 年度の日本政治学会
において分科会（テーマ「『再国民化』と
『脱国民化』の相克下のデモクラシー」）
を設定して共同研究のメンバーが報告す
ること、また今年度中に「再国民化の比較
政治学」というタイトルの書籍を刊行する
ことになっている。また、研究テーマの発
展方向として、「再国民化」の背景にある

社会の二極分化、国民連帯の基盤の弱体化
による民主主義の危機と、他方でのグロー
バル化による移民受け入れと政治社会統
合、社会的排除の克服の模索、地域の自
治・独立等といった相反する動きを「民主
主義の脱国民化」と概念化することにより、
より動態的で発展的なとらえ方でもって
研究を進めることができるのではないか
と考えている。 
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